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第１章 公共施設をとりまく背景 
 

わが国においては、高度経済成長期から急激な人口増加と社会変化により、公共施設の整

備が進められてきました。それら公共施設の建築年数が 30 年以上経過し、建物の老朽化等

が進み、大規模改修や修繕、建替えが必要となっています。 

一方で、近年のわが国の経済状況は低迷している上に、少子高齢化に伴う社会保障関係経

費の増加、生産年齢人口の減少に伴う税収の減少等、将来の財政状況は厳しい状況にありま

す。 

 

東峰村（以下「本村」という。）においては、平成 17 年に２村による合併をしており、

庁舎等の建物施設や道路等のインフラ施設（以下「公共施設等」という。）を２村分保有す

ることとなりました。公共施設等のうち、建物施設については高度経済成長期の人口増加と

社会変化に伴い整備されたものが多く、住民生活の基盤として公共サービスの提供を行って

きましたが、約５割が建築後 30 年経過していることから、近い将来、大規模改修や建替え

等更新時期を一斉に迎えることになります。 

しかしながら、本村では人口減少が進行中であり、40 年先には人口の約 4 割が減少する

と予想されており、税収の減少が見込まれることから、公共施設等の維持や更新等に必要な

財源の確保は、より一層困難なものとなっていきます。 

 

その一方で、少子高齢化や、情報化の飛躍的な進展等といった社会経済の変化に伴う住民

ニーズの多様化等によって地方行政が担う役割がより一層大きくなっており、地方が主体的

に継続性のある行政運営を図るためには、本村が保有するすべての行政資源について効率的

かつ効果的に活用していくことが求められます。 

 

このような状況を踏まえ、本村全体の調和を図りながら、「持続可能なまちづくりに必要

な公共施設等を維持していくために公共施設等の状況を把握すること」、また、「本村にお

ける未利用財産の売却や利活用を具体化すること」を目的として本白書を整理しました。 
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第２章 村の概況 

1）位置・地勢・沿革 

（1）位置と地勢 

東峰村は、福岡県の中東部、大

分県との県境に位置し、東は大分

県日田市、西は朝倉市と、北は嘉

麻市、添田町と隣接しています。

平成 17 年３月に旧小石原村と旧

宝珠山村が合併し、村の総面積は

51.97ｋ㎡です。 

英彦山系に属する標高 700ｍ

級の峰々に囲まれる本村は、標高

150ｍ～700ｍと高低差が大き

く、急峻な斜面や盆地を持つ地形

となっています。また、村の土地

面積のおよそ 85％が山林と原野

で占められ、耕地は６％ほどで、

筑後川上流の大肥川や支流の宝珠

山川沿いに棚田を形成しています。 

交通体系は、国道 211 号が宝

珠山地区から小石原地区を縦断し

て南北に走り、小石原上町で東西に走る国道 500 号と交差しています。また、宝珠山地

区の中央部を南北にＪＲ日田彦山線が通り、福岡方面と大分方面の両方に通じています。

道の駅等も整備され、本村を中継して添田町方面や嘉麻市方面に伸びる交通網も整備され

ています。 

 

（2）沿革 

明治22年の市町村制導入により、上座郡の小石原村と鼓村が小石原村に、宝珠山村と

福井村が宝珠山村にそれぞれ合併しました。 

宝珠山地区では、明治37年、明治40年に炭坑が開かれ、明治45年に朝倉炭田宝珠山

炭坑と改称され石炭採掘で賑わいました。また小石原地区でも、昭和15年に小石原炭坑

が開坑しています。炭鉱開発に伴う石炭産業の繁栄によって、村の人口は増加し、昭和

25年頃に１万人近くに達しました。 

石炭運搬のため戦前から計画されていた日田彦山線が昭和31年に開通しましたが、エ

ネルギー革命の影響により石炭産業が衰退し、昭和38年に宝珠山炭坑が閉山されると、

急激な人口減少がみられました。現在の人口はピーク時の３分の１ほどとなっています。 

このような経緯のなかで、平成17年３月28日に、旧小石原村と旧宝珠山村が合併し、

東峰村が誕生しました。 
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2）人口 

（1）人口と世帯数の推移 

本村の人口は、2015（H27）年国勢調査において 2,174 人となっており、1985

（昭和 60）年調査以降は減少傾向にあります。 

同様に世帯数も減少傾向にあり、2015（H27）年調査では 742 世帯となっています。 

 

 

 

年度 
人口 

(人) 

世帯数 

(世帯) 

世帯あたり人数 

(人／世帯) 

1985（S60）年 3,560 918 3.9 

1990（H 2）年 3,371 901 3.7 

1995（H 7）年 3,117 866 3.6 

2000（H12）年 2,948 853 3.5 

2005（H17）年 2,749 827 3.3 

2010（H22）年 2,432 795 3.1 

2015（H27）年 2,174 742 2.9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 人口・世帯数 

図 人口・世帯数の推移 
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（2）年齢別人口 

年齢別の人口をみると、1985（昭和 60）以降、「15 歳未満」及び「15～64 歳」

人口の割合は減少傾向にあります。 

また、「65 歳以上」の割合は増加傾向にあり、2010 年より 2.5 ポイント増加して

40.5%となっています。 

 

 

 

年度 
総人口 

(人) 

15 歳未満

(人) 

15～64 歳

(人) 

65 歳以上 

(人) 

1985（S60）年 3,560 624 2,251 685 

1990（H 2）年 3,371 592 1,990 789 

1995（H 7）年 3,117 488 1,732 897 

2000（H12）年 2,948 397 1,572 979 

2005（H17）年 2,749 316 1,420 1,013 

2010（H22）年 2,432 253 1,256 923 

2015（H27）年 2,174 222 1,071 881 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 年齢区分別人口 

図 年齢区分別人口の推移 

出典 H27 国勢調査
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3）財政の状況 

（1）歳入の内訳 

2015（H27）年度普通会計決算の歳入額は 32 億 9,547 万円であり、前年度と比較

すると約 1.9 億円増加しています。自主財源では「諸収入」が 12.1％、依存財源では「地

方交付税」が 48.0％と も割合が大きくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2014（H26）年度と 2015（H27）年度の歳入増減 

図 2015（H27）年度歳入の内訳 

出典 総務省地方財政状況調査表

地方税

4.7%

分担金及び負担金 2.2%

使用料及び手数料 0.9%

財産収入 0.3%
寄附金 0.1%

繰入金

4.0%

繰越金

3.8%

諸収入

12.1%

国庫支出金

6.3%

都道府県

支出金

4.7%
地方債

11.0%

地方交付税

48.0%

地方譲与税 0.4%

利子割交付金 0.0%
配当割交付金 0.0%

株式等譲渡所得割交付金 0.0%
地方消費税交付金 1.4%

自動車取得税交付金

0.1%

地方特例交付金 0.0%
交通安全対策特別交付金 0.0%

歳入

自主財源
28.1%

依存財源
71.9%

決算額 構成比 決算額 構成比
地方税 154,340 153,221 1,119
分担金及び負担金 71,728 52,372 19,356
使用料及び手数料 29,070 28,518 552
財産収入 9,263 16,809 △ 7,546
寄附金 2,635 1,214 1,421
繰入金 134,040 237,992 △ 103,952
繰越金 127,492 221,006 △ 93,514
諸収入 397,809 207,860 189,949
国庫支出金 205,659 143,573 62,086
都道府県支出金 153,480 276,124 △ 122,644
地方債 363,256 194,222 169,034
地方交付税 1,581,927 1,525,262 56,665
地方譲与税 13,756 13,176 580
利子割交付金 250 296 △ 46
配当割交付金 710 945 △ 235
株式等譲渡所得割交付金 662 527 135
地方消費税交付金 45,537 26,846 18,691
自動車取得税交付金 3,114 2,080 1,034
地方特例交付金 245 377 △ 132
交通安全対策特別交付金 497 0 497

3,295,470 100.0% 3,102,420 100.0% 193,050

款
2015(Ｈ27)年度 2014(Ｈ26)年度

自
主
財
源

28.1% 29.6%

合計

増減額

依
存
財
源

71.9% 70.4%

区分

（千円）
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（2）歳出の内訳 

2015（H27）年度決算の歳出額は 30 億 9,853 万円となっており、前年度と比較す

ると約 1.23 億円増加しています。 

また、義務的経費では、「人件費」（18.2％）、投資的経費では「普通建設事業費」（15.6％）

一般行政経費では「物件費」（15.1%）その他経費では「投資・出資・貸付金」（14.7％）

の構成割合が大きくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2015（H27）年度歳出の内訳 

出典 総務省地方財政状況調査表 
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25.2%
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人件費 562,678 538,826 23,852

扶助費 170,045 124,055 45,990

公債費 330,516 365,178 △ 34,662

普通建設事業費 483,384 352,896 130,488

災害復旧事業費 15,098 167,869 △ 152,771

物件費 466,734 510,498 △ 43,764

補助費等 288,803 256,500 32,303

維持補修費 1,310 4,049 △ 2,739

繰出金 223,298 246,479 △ 23,181

積立金 102,499 110,359 △ 7,860

投資・出資・貸付金 454,169 298,219 155,950

3,098,534 100.0% 2,974,928 100.0% 123,606
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住民文化系施設
7.1%

社会教育系施設
0.2%

スポーツ・

レクレーション施設
12.4%

産業系施設 5.7%

学校教育系施設
14.0%

子育て支援施設
1.3%

保健・福祉施設
16.8%

医療施設 1.9%

行政系施設 8.0%

公営住宅 8.3%

公園 0.4%

その他 23.9%

第３章 公共施設の状況 

1）公共施設の状況 

（1）保有量 

本村が保有する公共施設等の総施設数は 76 施設、延床面積約 4.6 万㎡です。 

大分類※1 ごとに延床面積で比べると「その他」施設が も多く、次いで「保健・福祉

施設」となっており、この２つの用途で全体の約 4 割を占めています。 

 

 

表 公共施設（建築物）集計表 

大分類 
施設数 延床面積 

(㎡) 
割合 

(箇所) (棟) 

住民文化系施設 5 5 3,296 7.1%

社会教育系施設 1 1 107 0.2%

スポーツ・レクリエーション系施設 14 54 5,724 12.4%

産業系施設 4 11 2,627 5.7%

学校教育系施設 1 6 6,466 14.0%

子育て支援施設 2 2 592 1.3%

保健・福祉施設 4 7 7,766 16.8%

医療施設 2 2 883 1.9%

行政系施設 17 18 3,709 8.0%

公営住宅 13 31 3,836 8.3%

公園 1 1 165 0.4%

その他施設 12 26 11,060 23.9%

合   計 76 164 46,231 100.0%

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 公共施設大分類別の延床面積割合 
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※1･･･大分類について 

村総合管理計画においては、総務省公表の更新費用試算ソフト※2 で定義された下記の大分

類で区分しています。 

 

 

表 施設項目一覧表 

大分類 中分類 施設名例 

住民文化系施設 
集会施設等 集会施設・集落センター 

文化施設 コミュニティセンター 

社会教育系施設 博物館等 郷土資料館 

スポーツ・ 

レクリエーション系施設 

スポーツ施設 体育館・武道場・弓道場等 

レクリエーション・ 

観光施設 
観光センター 

保養施設 キャンプ場・宿泊施設等 

産業系施設 産業系施設 産業センター等 

学校教育系施設 学校 小学校・中学校 

子育て支援施設 
幼保・こども園 

保育所 

放課後児童クラブ・児童会 

幼児・児童施設 児童館・児童センター等 

保健・福祉施設 
高齢福祉施設 老人福祉センター等 

保健施設 保健福祉センター等 

医療施設 医療施設 診療所 

行政系施設 
庁舎等 役場庁舎 

その他の行政施設 消防詰所・消防格納庫 

公営住宅等 公営住宅 
村営住宅・特定公共賃貸住宅・ 

一般賃貸住宅 

その他施設 その他 
上記以外・車庫・教員住宅 

普通財産等 

 

 

※2･･･更新費用試算ソフトについて 

財団法人自治総合センターが開催した「2010 年度地方公共団体の財政分析等に関する調

査研究会」において開発されたものを総務省において一部変更を加え、公共施設等総合管理

計画策定のための補助プログラムとして公開しているソフトウェア。 
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（2）配置状況 

住民の殆どが国道及び県道沿いに居住しており、公共施設も、国道及び県道沿いに集中し

て整備しています。大型施設の整備は行っておらず、床面積が 大の施設は学校教育施設で

ある東峰学園が、村内 大の施設となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 公共施設配置状況 

国道 211 号 
県道 52 号八女香春線 

国道 500 号 
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図 人口分布と公共施設の配備状況との関係 

 

資料：国勢調査 500m 人口メッシュデータ(H22)
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表 延床面積 上位 10 施設 

名称 大分類 面積(㎡) 

東峰学園 学校教育施設 6,466 

旧宝珠山小学校 その他 4,384 

旧小石原小学校 その他 3,974 

特別養護老人ホーム「宝珠の郷」 保健・福祉施設 3,337 

東峰村高齢者活動促進施設 保健・福祉施設 2,148 

保健福祉センター 保健・福祉施設 1,909 

東峰村役場小石原庁舎 行政系施設（庁舎） 1,865 

東峰村村民センター 住民文化系施設 1,494 

小石原焼伝統産業会館 産業系施設 1,124 

東峰村役場宝珠山庁舎 行政系施設（庁舎） 1,027 

 

 

 

図 公共施設規模別配置状況 

延床面積規模 
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（3）築年別整備状況 

築 30 年を経過している公共施設（建築物）の延床面積の合計は約 2.2 万㎡であり、

全体の約 5 割を占めます。また、すべての社会教育系施設をはじめ、学校教育系施設の

約 9 割、その他施設の約 8 割が築 30 年以上を経過しており、古い建物が多い状況とな

っています。10 年後にはさらに延床面積の合計の 25.1％である約 1.2 万㎡が築 30 年

以上となり、建替え・大規模改修等が必要な施設が増えていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 経過年数別延べ床面積(棟ベース) 

大分類 築 30 年以上 築30年未満 合計 
築 30 年 
以上割合 

住民文化系施設 2,323 973 3,296 70.4％
社会教育系施設 107 0 107 100.0％

スポーツ・レクリエーション系施設 38 5,686 5,724 0.7％

産業系施設 980 1,647 2,627 37.3％

学校教育系施設 5,944 522 6,466 91.9％
子育て支援施設 0 592 592 0.0％
保健・福祉施設 372 7,394 7,766 4.7％
医療施設 593 290 883 67.2％
行政系施設 1,186 2,523 3,709 32.0％
公営住宅 1,632 2,204 3,836 42.5％
公園 0 165 165 0.0％

その他施設 9,003 2,057 11,060 81.4％

合計 22,178 24,053 46,231 48.0％

 

 

 

図 築年別延床面積 

（㎡）

旧耐震基準（1981 年以前） 
14,158 ㎡（30.6％） 

新耐震基準（1982 年以降） 
32,073 ㎡（69.4％） 

築 30 年以上 

22,178 ㎡ 48.0％ 

築 10 年以上～築 20 年未満 

10,689 ㎡ 23.1％ 

築 10 年未満 

1,768 ㎡ 3.8％ 

築 20 年以上～築 30 年未満

11,596 ㎡ 25.1％ 
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表示自治体 平均 7.97㎡/人

一人あたり延床面積 （㎡/人）

（4）村民一人あたりの延床面積 

本村の人口 2,174 人（平成 27 年国勢調査）で換算すると、人口一人あたりの公共施

設床面積は21.27㎡／人となり、国の平均3.75㎡／人及び福岡県内自治体平均の4.20

㎡／人を大きく上回っています。 

今後、現状の施設規模を維持したままで人口が減少し、人口ビジョンによる 2060 年

推計値 1,294 人となった場合は、35.73 ㎡／人となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全国自治体平均 3.75 ㎡/人 

図 全国の自治体別の施設量（延床面積）と総人口の関係 

※平成 24 年総務省公表データにより再集計

図 村近隣自治体における住民一人あたりの公共施設保有量 

※平成 24 年総務省公表データにより再集計
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第４章 公共施設カルテ 
 

本村の公共施設について、施設の基本情報や所管課へのヒアリング結果等をもとに、公共

施設カルテを整理しました。 

対象とした施設の一覧は以下に示すとおりです。 

 

表 公共施設カルテ施設一覧 
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